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◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月

商業登記電子証明書に「リモート署名方式」導入　商業登記電子証明書は、会社の代
表者であることを証明するための電子証明書です。今年7月、新しい利用方法として「リ
モート署名方式」が始まりました。これまでの形式よりセキュリティが向上するとともに、
スマートフォンのGビズIDアプリを用いてオンラインで電子署名を付与できます。

国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請� �

� 11月16日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�

� 11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の�

中間申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�

（年3回の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付� �

� 都道府県の条例で定める日
※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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１　

把
握
し
て
お
く
べ
き 

　
「
２
つ
の
課
税
制
度
」の
仕
組
み

　

ま
ず
は
、「
暦
年
課
税
」
と
「
相
続

時
精
算
課
税
制
度
」（
以
下
「
精
算
課

税
」）
に
つ
い
て
、
そ
の
仕
組
み
を

お
さ
ら
い
し
ま
す
。

⑴　

暦
年
課
税（
一
般
的
な
制
度
）

　

暦
年
課
税
は
、
受
贈
者
１
人
あ
た

り
毎
年
１
１
０
万
円
ま
で
基
礎
控
除

が
認
め
ら
れ
る
制
度
で
す
。
た
だ
し
、

「
相
続
開
始
前
７
年
以
内
（
※
）」
に

相
続
・
遺
贈
で
財
産
を
も
ら
う
人（
子

な
ど
）
へ
贈
与
し
た
財
産
は
、
相
続

時
に
相
続
財
産
へ
加
算
（
持
ち
戻

し
）
さ
れ
、
相
続
税
の
課
税
対
象
に

な
る
と
い
う
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
す
。

※　

令
和
５
年
ま
で
に
行
っ
た
贈
与
の

持
ち
戻
し
期
間
は
３
年
。

⑵　

精
算
課
税
（
令
和
６
年
か
ら
利

便
性
が
向
上
し
た
制
度
）

　

令
和
６
年
以
降
、
精
算
課
税
に
も

毎
年
１
１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
新

設
さ
れ
ま
し
た
。
最
大
の
メ
リ
ッ
ト

は
、
こ
の
精
算
課
税
の
１
１
０
万
円

枠
の
贈
与
に
つ
い
て
は
、
将
来
い
つ

相
続
が
発
生
し
て
も
相
続
財
産
に
加

算
す
る
必
要
が
な
い
（
持
ち
戻
し
不

要
）と
い
う
点
に
あ
り
ま
す（
※
）。

※　

本
制
度
は
、
原
則
と
し
て
贈
与
を

受
け
た
年
の
１
月
１
日
時
点
で
「
18

歳
以
上
」で
あ
る
子
や
孫（
贈
与
者
は

60
歳
以
上
の
父
母
や
祖
父
母
）
が
選

択
で
き
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
の
選
択
後
に
年

間
１
１
０
万
円
を
超
え
る
贈
与
を

行
っ
た
場
合
、
そ
の
超
過
部
分
は
、

将
来
の
相
続
時
に
「
す
べ
て
相
続
財

産
に
加
算
さ
れ
、
相
続
税
の
課
税
対

象
」
と
な
り
ま
す
。
あ
く
ま
で
「
１

１
０
万
円
の
枠
内
」
の
贈
与
が
相
続

税
の
課
税
対
象
か
ら
分
離
さ
れ
る
仕

組
み
で
す
。

押
さ
え
て
お
き
た
い
重
要
な
ル
ー
ル

　

贈
与
税
の
基
礎
控
除
を
適
用
す
る

に
あ
た
り
、
誤
解
さ
れ
や
す
く
、
非

常
に
重
要
な
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
す
。

そ
れ
は
、
暦
年
課
税
と
精
算
課
税
の

各
課
税
制
度
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
受

贈
者
（
も
ら
う
人
）
１
人
に
つ
き
年

間
１
１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
認
め

ら
れ
て
い
る
と
い
う
点
で
す
。
し
た

が
っ
て
、
同
じ
受
贈
者
が
同
じ
年
に
、

あ
る
贈
与
者
か
ら
は
暦
年
課
税
で
１

１
０
万
円
、
別
の
贈
与
者
か
ら
は
精

算
課
税
で
１
１
０
万
円
と
い
う
形
で

贈
与
を
受
け
た
場
合
、
各
制
度
１
１

０
万
円
（
合
計
２
２
０
万
円
）
の
基

礎
控
除
枠
を
同
年
に
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
同
じ
制
度

で
複
数
の
人
か
ら
贈
与
を
受
け
る
場

合
、
合
算
し
て
年
間
１
１
０
万
円
が

上
限
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
精
算
課
税
を
適
用
す
る
に

あ
た
り
絶
対
に
忘
れ
て
は
な
ら
な
い

の
が
、「
一
度
選
択
す
る
と
、
そ
の

贈
与
者
と
受
贈
者
の
ペ
ア
の
間
の
贈

与
に
つ
い
て
は
、
二
度
と
暦
年
課
税

制
度
に
は
戻
せ
な
い
」
と
い
う
届
出

書
の
撤
回
不
能
ル
ー
ル
で
す
。

２　
【
具
体
例
】 

父
母
か
ら
子
・
孫
へ
の 

「
資
産
移
転
最
適
化
プ
ラ
ン
」

　

で
は
、
資
産
家
で
あ
る
「
父
」
と

「
母
」
が
、
次
世
代
へ
最
も
効
率
よ

く
資
産
を
移
転
す
る
た
め
の
、
オ
ー

ソ
ド
ッ
ク
ス
な
組
み
合
わ
せ
の
モ
デ

ル
ケ
ー
ス
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

◆
前
提
条
件
：

・
父（
80
歳
・
財
産
３
億
円
） 

・
母（
70
歳
・
財
産
１
億
円
）

・
子
Ａ（
40
歳
・
相
続
人
）

・
孫（
20
歳
・
Ａ
の
子
）

◆
資
産
移
転
の
方
法
：

・
父
か
ら「
子
」へ

　

１
１
０
万
円（
精
算
課
税
）贈
与

～暦年課税と相続時精算課税〜～暦年課税と相続時精算課税〜
父母から子・孫への資産移転を 父母から子・孫への資産移転を 
最適化する課税の仕組み最適化する課税の仕組み
　今年も残すところあと２か月となりました。年末は、年間の贈与税の非課税枠を意識した　今年も残すところあと２か月となりました。年末は、年間の贈与税の非課税枠を意識した
「生前贈与」を具体的に検証すべき重要な時期にあたりますが、令和６年から贈与税の構造「生前贈与」を具体的に検証すべき重要な時期にあたりますが、令和６年から贈与税の構造
が大きく見直されて以降、暦年課税と相続時精算課税制度のどちらを利用すべきか、そのが大きく見直されて以降、暦年課税と相続時精算課税制度のどちらを利用すべきか、その
判断は複雑になっています。判断は複雑になっています。
　年末に向けて実践できる「資産移転の組み合わせ」について解説します。　年末に向けて実践できる「資産移転の組み合わせ」について解説します。
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・
母
か
ら「
子
」へ

　

１
１
０
万
円（
暦
年
課
税
）贈
与

・
父
か
ら「
孫
」へ

　

５
０
０
万
円（
暦
年
課
税
）贈
与

・
母
か
ら「
孫
」へ

　

１
１
０
万
円（
精
算
課
税
）贈
与

◆
税
務
上
の
取
扱
い
：

　

こ
の
贈
与
を
実
行
し
た
場
合
、
税

務
上
は
次
の
取
扱
い
と
な
り
ま
す
。

◎　

子
Ａ（
法
定
相
続
人
）へ
の
贈
与

　
　

父
母
か
ら
年
間
２
２
０
万
円
を

も
ら
い
ま
す
が
、
こ
れ
ら
は
各
課

税
制
度
ご
と
に
別
の
基
礎
控
除
に

収
ま
る
た
め
、
当
年
の
贈
与
税
は

０
円
で
す
。
相
続
時
に
は
、
母
の

相
続
開
始
が
贈
与
か
ら
７
年
経
過

後
で
あ
れ
ば
、
父
母
ど
ち
ら
の
分

も
相
続
財
産
へ
加
算
さ
れ
ま
せ
ん
。

◎　

孫（
非
相
続
人
）へ
の
贈
与

　
　

母
か
ら
の
１
１
０
万
円
は
精
算

課
税
の
基
礎
控
除
と
し
て
暦
年
課

税
と
は
分
離
さ
れ
る
た
め
、
当
年

の
贈
与
税
は
０
円
で
、
将
来
の
加

算
も
あ
り
ま
せ
ん
。
父
か
ら
の
５

０
０
万
円
が
暦
年
課
税
の
対
象
と

な
り
、
基
礎
控
除
１
１
０
万
円
を

差
し
引
い
た
額
に
対
し
て
贈
与
税

（
48
・
５
万
円
）が
計
算
さ
れ
ま
す
。

一
定
の
場
合
を
除
き
将
来
の
加
算

は
あ
り
ま
せ
ん
。

こ
の
組
み
合
わ
せ
が
効
果
的
で
あ
る

と
さ
れ
る
２
つ
の
仕
組
み
　
　
　
　

⑴　

高
齢
の
父
母
か
ら
相
続
人
で
あ

る
「
子
」
へ
の
贈
与
は
、
加
算
可

能
性
を
極
力
削
減
す
る

　

将
来
確
実
に
相
続
税
の
対
象
と
な

る
「
子
」
へ
の
贈
与
は
、
高
齢
で
あ

る
父
親
か
ら
は
「
精
算
課
税
の
１
１

０
万
円
枠
」
を
選
択
し
、
健
康
な
母

親
か
ら
は
「
暦
年
課
税
の
１
１
０
万

円
枠
」
を
維
持
し
ま
す
。
こ
れ
ら
に

よ
り
子
は
父
母
か
ら
年
間
計
２
２
０

万
円
の
資
産
を
、
贈
与
税
無
税
か
つ

将
来
の
相
続
税
加
算
の
可
能
性
を
極

力
減
ら
し
て
取
得
で
き
る
仕
組
み
が

構
築
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
父
の
相
続
開
始
後
は
、
子

の
精
算
課
税
の
基
礎
控
除
枠
が
空
く

た
め
、
母
か
ら
の
贈
与
を
精
算
課
税

に
切
り
替
え
る
選
択
も
有
効
で
す
。

⑵　
「
孫
へ
の
暦
年
贈
与
」
は
通
常
、

生
前
贈
与
加
算
の
対
象
外
と
い
う

性
質
を
活
か
す

　

孫
は
多
く
の
場
合
に
相
続
財
産
を

取
得
し
な
い
た
め
、
暦
年
課
税
に
お

け
る
「
生
前
贈
与
加
算
ル
ー
ル
」
が

通
常
、
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
そ
の
た

め
資
産
額
の
大
き
い
父
親
か
ら
は
、

あ
え
て
１
１
０
万
円
の
枠
を
超
え
て

贈
与
し
ま
す
。
贈
与
年
に
贈
与
税
負

担
は
生
じ
ま
す
が
、
将
来
の
相
続
税

の
限
界
税
率
が
20
％
や
30
％
と
予
測

さ
れ
る
資
産
家
の
ご
家
庭
で
あ
れ
ば
、

あ
え
て
低
い
税
率
の
範
囲
内
の
贈
与

で
財
産
を
移
転
さ
せ
て
お
く
方
が
、

次
世
代
に
残
せ
る
ト
ー
タ
ル
の
資
産

は
大
き
く
な
る
と
い
う
考
え
方
で
す
。

３　

実
務
上
の
注
意
点

　

い
ず
れ
の
課
税
制
度
も
、
税
法
に

則
っ
た
正
当
な
手
続
き
で
す
が
、
実

務
上
の
要
件
を
欠
く
と
想
定
外
の
不

利
益
を
被
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。
実

行
に
あ
た
っ
て
は
、
次
の
こ
と
に
留

意
が
必
要
で
す
。

⑴　
「
選
択
届
出
書
」
の
提
出
を
失

念
し
な
い
こ
と

　

精
算
課
税
の
基
礎
控
除
１
１
０
万

円
枠
を
適
用
す
る
た
め
に
は
、
贈
与

を
受
け
た
年
の
翌
年
の
３
月
15
日
ま

で
に
、
受
贈
者
で
あ
る
子
や
孫
が
、

税
務
署
へ
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択

届
出
書
」
を
提
出
し
、
本
制
度
を
選

択
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
初
年
度

の
み
）。
こ
れ
を
失
念
す
る
と
自
動

的
に
暦
年
課
税
と
し
て
扱
わ
れ
て
し

ま
い
ま
す
。

⑵　
「
名
義
預
金
」
と
判
断
さ
れ
な

い
た
め
の
実
態
作
り

　
「
通
帳
や
印
鑑
を
親
が
管
理
し
て

い
た
り
、
子
や
孫
が
贈
与
の
事
実
を

認
識
し
て
い
な
い
」
等
の
状
態
（
名

義
預
金
）
で
あ
る
と
、
将
来
の
相
続

税
の
税
務
調
査
に
お
い
て
贈
与
そ
の

も
の
が
否
認
さ
れ
、
す
べ
て
の
仕
組

み
が
無
効
化
す
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

正
し
い
贈
与
の
仕
方
を
詳
し
く
確
認

の
上
で
実
行
し
て
く
だ
さ
い
。

４　

ご
家
族
の
状
況
に
応
じ
た 

　
「
資
産
移
転
の
最
適
化
」を

　

今
回
ご
紹
介
し
た
事
例
は
代
表
的

な
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
の
一
つ
で
あ
り
、

実
際
の
最
適
解
は
、
家
族
の
構
成
や

資
産
の
内
訳
、
そ
し
て
将
来
の
「
二

次
相
続
」
ま
で
を
見
据
え
た
バ
ラ
ン

ス
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
今
回
は
現
金
贈
与
を
想
定

し
た
ケ
ー
ス
を
紹
介
し
ま
し
た
が
、

非
上
場
株
式
を
保
有
し
て
い
る
場

合
、
そ
の
株
式
の
贈
与
方
法
に
つ
い

て
は
、
今
後
の
税
制
改
正
に
よ
る
将

来
の
株
式
評
価
額
の
上
昇
も
考
慮
し

た
検
討
が
必
要
で
す
。
最
新
の
税
制

を
踏
ま
え
た
最
適
な
贈
与
プ
ラ
ン

は
、
年
を
ま
た
ぐ
前
に
検
討
す
る
こ

と
を
お
勧
め
い
た
し
ま
す
。
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隣
の
席
の
た
め
息
、
独
り
言
、
パ

ソ
コ
ン
の
強
い
タ
イ
ピ
ン
グ
な
ど
、

職
場
で
の
音
を
巡
る
ス
ト
レ
ス
「
音

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（
音
ハ
ラ
）」
に
悩
む

人
は
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

音
ハ
ラ
と
は
「
配
慮
な
く
過
剰
な

音
で
周
囲
を
不
快
に
さ
せ
る
行
為
」

を
い
い
ま
す
。「
繰
り
返
さ
れ
て
い

る
か
」「
長
時
間
、
長
期
間
に
わ
た
っ

て
い
る
か
」「
大
勢
の
人
が
仕
事
へ

の
影
響
を
感
じ
て
い
る
か
」「
業
務

に
必
要
な
音
か
」
が
判
断
目
安
と
し

て
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

音
の
受
け
止
め
方
は
個
人
差
も
あ

り
、
自
覚
が
な
い
加
害
者
も
多
い
た

め
、深
刻
で
な
け
れ
ば
社
内
セ
ミ
ナ
ー

で
取
り
上
げ
、
具
体
例
を
出
し
な
が

ら
注
意
喚
起
す
る
の
が
人
間
関
係
を

悪
化
さ
せ
な
い
改
善
策
で
す
。

　

音
ハ
ラ
対
策
と
し
て
は
、
イ
ヤ
ホ

ン
や
自
由
席（
フ
リ
ー
ア
ド
レ
ス
制
）

な
ど
が
効
果
が
あ
り
ま
す
。
職
場
全

体
で
負
担
を
減
ら
す
発
想
を
持
つ
こ

と
が
、生
産
性
の
低
下
を
防
ぎ
ま
す
。

音
ハ
ラ

　2027年度から日本自動車工業会（自工
会）に加盟する自動車メーカーが、月曜祝
日の一部を休日にする一方、ゴールデン
ウィーク中の平日を工場稼働日に変更する
働き方改革に取り組みます。
　これまで、土日以外の祝日は原則工場を
稼働させ、ゴールデンウィーク、お盆、年
末年始に長期休暇を集める独自の「自動車
カレンダー」に基づいて操業してきました。
設備保全、工程更新、在庫調整などを長期
休暇に行い、稼働日をまとめることで生産
効率が向上するメリットがあります。
　しかし、共働きの家庭が増え、「家族と
過ごせない」「子どもがいる家庭では親が
祝日に出勤し支援が必要」「勤務調整や有
給取得が祝日のたびに必要で負担が多い」
など現場の声が強まりました。50年以上
続いてきた業界の慣習ですが、給与だけで
はない「休み方」についても、人材確保を

左右する時代になってきたといえます。
　2027年も成人の日、海の日、敬老の日
など月曜祝日が複数あり、そこを休日化す
れば世間一般の３連休と合わせやすくなり
ます。祝日を休みにするだけなら年間稼働
日は減りますが、祝日を休日化しながら年
間休日の純増を目指すなら、工場は同じ生
産量をより短い稼働時間でこなす必要があ
ります。労務管理だけでなく、工程設計、
設備稼働率など、総合的な生産性の改善が
不可欠となります。自動車関連産業の就業
人口は550万人を超えるとされ、完成車工
場だけではなく部品、物流、販売、整備ま
で裾野の広い産業だからこそ、休日をそろ
えるか、どの工程だけ動かすか、擦り合わ
せを業界全体で進めていく必要があります。
　人材確保の観点からも、世間のカレンダー
とのずれを解消することが、子育て世帯や
共働き世帯にとってわかりやすい第一歩の
改善です。更に休日を純増するにはAI導
入や生産活動の効率化を通じた生産性改善
と供給網の同期が欠かせません。

自動車カレンダー

　厚生労働省が発表した2024年の労働災
害の年齢別データでは、転倒による骨折な
どの発生率の高さは50代から目立ち始め、
60歳以降は著しく上昇します。特に60歳
以上の女性は、20代と比べ19倍になりま
す。加齢とともに転びやすくなる要因には、
バランス能力や筋力、認知、視覚、聴覚と
いった体の機能の低下に加え、持病や薬、
環境の影響などさまざまなものがあります。
転倒しやすいのは前かがみの姿勢です。爪
先が上がらず、ちょっとした段差でつまず
きやすくなります。耳、肩、腰、膝、外く
るぶしが一直線になるように姿勢を正し、
かかとから着地するよう歩くと転びにくく
なります。
　転倒予防には、つまずいても体を支える
力を日頃からつけておくことが大切です。
椅子に座って裸足になり、足の指だけでタ
オルをつかんで引き寄せる運動は、地面を
しっかりとらえる力を鍛えることができ効
果的です。

転倒を防止する

11 月号─4


